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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 8,711 ― 644 ― 606 ― 338 ―
20年3月期第3四半期 8,507 6.8 594 △0.8 545 △0.6 298 5.1

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 24.25 ―
20年3月期第3四半期 21.38 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 10,384 5,261 50.7 377.18
20年3月期 11,241 5,057 45.0 362.55

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  5,261百万円 20年3月期  5,057百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 0.00 ― 9.00 9.00
21年3月期 ― 0.00 ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 9.00 9.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 12,450 3.2 1,006 4.7 950 6.9 537 7.3 38.56

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  無  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

(注)詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（1）当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）および「四半期財務諸表作成に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
＿指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表の用
＿語、様式および作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半_
＿期連結財務諸表規則を早期に適用しております。 
（2）業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定に基づいており、実際の業績等は今後様々な要因によって予
＿想数値と異なる可能性があります。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  13,950,000株 20年3月期  13,950,000株
② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  1,857株 20年3月期  1,277株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  13,948,421株 20年3月期第3四半期  13,949,149株
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【定性的情報・財務諸表等】  

１．連結経営成績に関する定性的情報 
 

当第３四半期連結累計期間（４月～12 月）におけるわが国経済は、米国発の金融危機に端を発する

世界的な不況と急激な円高により企業収支と雇用環境が急速に悪化し、個人消費も低迷する等、月を

追う毎に景気が深刻化する状況となりました。航空業界においても、昨夏以降、旅客・貨物需要の落

ち込みが著しく、路線休止や減便を含めた収支改善施策が打ち出される厳しい経営環境となっており

ます。 

  このような中、当第３四半期連結累計期間の売上高は、動力事業では、成田空港で若干の減収とな

ったものの、羽田空港・那覇空港等の販売増により、前年同期に比べ１億 38 百万円（3.3％）の増収

となりました。整備事業では、関西空港・成田空港での手荷物搬送設備等の基本契約の増があるもの

の、沖縄でのホテル保守・管理業務の減や、顧客企業の経費節減施策による各空港での施設・設備の

工事・修繕作業の大幅な減により、前年同期に比べ９百万円（0.3％）の減収となりました。付帯事業

では、前年実績のあった航空機用電源装置等の販売がなかったものの、成田空港の受託手荷物検査装

置の運用管理業務の新規受託やフードカートの販売増により、前年同期に比べ 75 百万円(10.7％）の

増収となりました。 

以上により、営業収益合計は87億11百万円と、前年同期に比べ２億４百万円（2.4％）の増収とな

りました。 

営業費用では、航空機用電源装置等の販売減および施設・設備の工事・修繕作業の減に伴う材料費・

外注費の減少があったものの、動力事業での増収に伴う電力料・燃油費等の増加、整備事業・付帯事

業での基本契約の増に伴う委託役務費の増加により、販売費および一般管理費を含めた費用合計は80

億67百万円と、前年同期に比べ１億55百万円（2.0％）の増加となりました。 

この結果、営業利益は、前年同期に比べ49百万円（8.3％）増益の６億44百万円となり、経常利益

は６億６百万円で、前年同期に比べ60百万円（11.1％）の増益となりました。 

以上に特別損益、法人税、住民税および事業税ならびに法人税等調整額を加味した結果、当第３四

半期連結累計期間の純利益は３億 38 百万円となり、前年同期に比べ 40 百万円（13.5％）の増益とな

りました。 

 

注）上記の前年同期対比の増減額・率は参考として記載しております。 

 

２．連結財政状態に関する定性的情報 
 

（資産） 

流動資産は、37億24百万円となりました。これは、仕掛品が１億81百万円増加し、現金および

預金が６億91百万円、受取手形および売掛金が２億46百万円それぞれ減少したこと等によります。 

固定資産は、66 億 59 百万円となりました。これは、主に減価償却の進行により、有形固定資産

が23百万円減少したこと等によります。 

この結果、総資産は、103億84百万円となりました。 

 
（負債） 

流動負債は、20億12百万円となりました。これは、営業未払金が２億38百万円、１年内返済予

定の長期借入金が１億94百万円、未払法人税等が１億48百万円、未払費用が１億36百万円それぞ

れ減少したこと等によります。 

固定負債は、31億10百万円となりました。これは、長期借入金が４億10百万円減少したこと等

によります。 

この結果、負債合計は、51億23百万円となりました。 

 
（純資産） 

純資産合計は、52 億 61 百万円となりました。これは、主として当四半期純利益および剰余金の

配当を加減算した結果、利益剰余金が２億12百万円増加したこと等によります。 
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３．連結業績予想に関する定性的情報 

 

 通期業績見通しにつきましては、動力事業では更なる路線休止・減便の影響が懸念されるものの、

ほぼ計画達成が見込まれます。一方、整備・付帯事業では下期から顕著になった顧客企業の経費節減

施策が一層強化されることが想定されるため、例年期末に発生する需要が未だ不明確で減収減益額を

確定できないことから、期初の業績予想を変更しておりません。 

 

４．その他 

  

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

   該当事項はありません。 

 

 

(2) 簡便な会計処理および四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の有無 

   該当事項はありません。 

 

 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 

  ａ． 「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 19 年３月 14 日 企業

会計基準第12号）および「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成 19 年３月 14 日 企業会計基準適用指針第 14 号）を第１四半期連結会計期間か

ら適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成

しております。 

 なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成 20 年８月７日内閣府令第 50 号）附則第７条第１項第５号

ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。 

 

ｂ． 「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会

計基準第９号）を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原

価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。 

     この変更による損益への影響は軽微であります。 

 

② ①以外の変更 

 「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平

成 19 年３月 30 日 企業会計基準第 13 号）および「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成６年１月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基

準適用指針第 16 号）を第１四半期連結会計期間から早期に適用し、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。 

     また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとし

て算定する方法によっております。 

     この変更による損益への影響は軽微であります。 

     なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 
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5.【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,274,590 1,966,132

受取手形及び売掛金 1,617,755 1,864,171

商品及び製品 79,420 100,533

仕掛品 217,829 36,550

原材料及び貯蔵品 295,253 257,601

その他 239,589 302,468

貸倒引当金 △109 △254

流動資産合計 3,724,328 4,527,202

固定資産   

有形固定資産   

構築物 7,934,151 7,852,455

減価償却累計額 △5,283,817 △4,982,760

構築物（純額） 2,650,333 2,869,694

機械及び装置 6,788,451 6,683,760

減価償却累計額 △5,129,250 △4,953,203

機械及び装置（純額） 1,659,200 1,730,557

その他 1,190,070 1,108,821

減価償却累計額 △727,754 △680,722

その他（純額） 462,316 428,098

土地 110,608 110,608

建設仮勘定 533,508 300,756

有形固定資産合計 5,415,967 5,439,714

無形固定資産   

その他 65,662 76,129

無形固定資産合計 65,662 76,129

投資その他の資産   

その他 1,187,575 1,206,094

貸倒引当金 △9,250 △7,500

投資その他の資産合計 1,178,325 1,198,594

固定資産合計 6,659,955 6,714,439

資産合計 10,384,283 11,241,641
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

営業未払金 568,600 807,252

未払法人税等 29,695 178,483

その他 1,414,354 1,742,683

流動負債合計 2,012,651 2,728,419

固定負債   

長期借入金 1,748,455 2,159,263

退職給付引当金 1,281,804 1,262,069

その他 80,369 34,764

固定負債合計 3,110,629 3,456,097

負債合計 5,123,281 6,184,516

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,038,750 2,038,750

資本剰余金 114,700 114,700

利益剰余金 3,096,741 2,884,001

自己株式 △630 △441

株主資本合計 5,249,561 5,037,009

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 11,441 20,115

評価・換算差額等合計 11,441 20,115

純資産合計 5,261,002 5,057,125

負債純資産合計 10,384,283 11,241,641
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 8,711,940

売上原価 7,397,884

売上総利益 1,314,056

販売費及び一般管理費 669,902

営業利益 644,153

営業外収益  

受取利息 3,155

受取配当金 1,145

受取保険金 7,283

その他 1,964

営業外収益合計 13,548

営業外費用  

支払利息 42,708

その他 8,987

営業外費用合計 51,695

経常利益 606,006

特別利益  

貸倒引当金戻入額 144

関係会社株式売却益 86

特別利益合計 230

特別損失  

固定資産除却損 11,415

貸倒引当金繰入額 1,750

その他 100

特別損失合計 13,265

税金等調整前四半期純利益 592,972

法人税、住民税及び事業税 181,559

法人税等調整額 73,133

法人税等合計 254,693

四半期純利益 338,279
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 592,972

減価償却費 607,806

関係会社株式売却損益（△は益） △86

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10,964

有形固定資産除却損 11,415

受取利息及び受取配当金 △4,300

支払利息 42,708

売上債権の増減額（△は増加） 246,416

たな卸資産の増減額（△は増加） △199,009

仕入債務の増減額（△は減少） △239,462

未払消費税等の増減額（△は減少） △33,169

その他 25,059

小計 1,039,386

利息及び配当金の受取額 4,300

利息の支払額 △41,574

法人税等の支払額 △327,990

営業活動によるキャッシュ・フロー 674,122

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △656,931

無形固定資産の取得による支出 △3,583

関係会社株式の売却による収入 238

敷金及び保証金の差入による支出 △2,262

敷金及び保証金の回収による収入 29,052

その他 △572

投資活動によるキャッシュ・フロー △634,058

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入金の返済による支出 △605,365

配当金の支払額 △125,667

自己株式の取得による支出 △189

その他 △799

財務活動によるキャッシュ・フロー △732,021

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △691,957

現金及び現金同等物の期首残高 1,966,547

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,274,590
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当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第 12 号)

および「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

14 号)を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結

財務諸表を作成しております。 
なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則等の一部を改正する内閣府令」（平成 20 年８月７日内閣府令第 50 号）附則第

７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適

用しております。 
 

 
(4) 継続企業の前提に関する注記 
 
  当第３四半期連結会計期間（自 平成 20 年 10 月 1 日 至 平成 20 年 12 月 31 日） 
   該当事項はありません。 
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(5) セグメント情報 

 

【事業の種類別セグメント情報】 

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年4月1日 至 平成20年12月31日) （単位：千円） 

 動力事業 整備事業 付帯事業 計 
消去 

又は全社 
連結 

売上高   

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

4,367,147 3,558,332 786,460 8,711,940          ― 8,711,940

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― ― 12,588 12,588  (12,588) ―

計 4,367,147 3,558,332 799,048 8,724,528  (12,588) 8,711,940

営業利益 720,005 385,610 110,206 1,215,822 
*1       
(571,668) 

644,153

  

（注） １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

 ２ 各事業の主な製品・サービス 

 (1) 動力事業……航空機への電力・冷暖房気・圧搾空気等の供給 

 (2) 整備事業……特殊設備の整備および保守管理業務ならびに建物・諸設備の整備および保守管理業務他 

 (3) 付帯事業……フードカートおよび航空機関連諸設備等の製作・販売ならびに受託手荷物検査装置の 

運用管理、ハイジャック防止装置の保全業務 

 ３ 消去または全社の項目に含めた配賦不能額(*1)の主なものは、提出会社本社の総務部門等管理部門に係

る費用であります。 

 ４ 「定性的情報・財務諸表等 ４ その他 (3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、

表示方法等の変更 ① ｂ」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を適用し、評価基準につ

いては、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。この変更に

よる営業損益への影響は軽微であります。 

 

 ５ 「定性的情報・財務諸表等 ４ その他 (3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、

表示方法等の変更 ②」に記載のとおり、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準第13号）および「リース取引に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基

準適用指針第16号）を第１四半期連結会計期間から早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理に変更しております。 

   また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する

方法によっております。 

   この変更による営業損益への影響は軽微であります。 

   なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

 

 

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日  至 平成20年12月31日） 

   該当事項はありません。 
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【参考】 
前四半期連結損益計算書 

 

 
前第３四半期連結会計期間 
( 自 平成 19 年  ４月  １日 

至 平成 19 年 12 月 31 日) 

区分 金額(千円) 百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高 8,507,538 100.0 

Ⅱ 売上原価 7,282,666 85.6 

  売上総利益 1,224,871 14.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 630,038 7.4 

  営業利益 594,833 7.0 

Ⅳ 営業外収益  
 １ 保険配当金 999  
 ２ その他 14,563 15,563 0.2 
Ⅴ 営業外費用  
 １ 支払利息 63,976  
 ２ その他 996 64,972 0.8 

  経常利益 545,424 6.4 

Ⅵ 特別利益  

 １ 貸倒引当金戻入益 43  

 ２ その他 1 45 0.0 

Ⅶ 特別損失  

   固定資産除却損 4,229 4,229 0.0 
  税金等調整前 
  四半期(当期)純利益 541,239 6.4 
  法人税、住民税 
  及び事業税 176,447  

  法人税等調整額 66,626 243,074 2.9 
  四半期(当期)純利益 298,165 3.5 
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前四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

    

 
前第３四半期連結会計期間 
 (自 平成 19 年 ４月 １日 
 至 平成 19 年 12 月 31 日) 

区分 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  
 １ 税金等調整前四半期(当期)純利益 541,239 
 ２ 減価償却費 620,897 
 ３ 退職給付引当金の増減額 △38,039 
 ４ 有形固定資産除却損 4,229 
 ５ 受取利息及び受取配当金 △10,261 
 ６ 支払利息 63,976 
 ７ 売上債権の増減額 378,251 
 ８ たな卸資産の増減額 △233,637 
 ９ 仕入債務の増減額 △273,821 
 10 未収消費税等の増減額 3,572 
 11 未払消費税等の増減額 36,815 
 12 その他 54,764 
    小計 1,147,987 
 13 利息及び配当金の受取額 10,261 
 14 利息の支払額 △62,494 
 15 法人税等の支払額 △335,062 
 営業活動によるキャッシュ・フロー 760,692 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  
 １ 有形固定資産の取得による支出 △926,168 
 ２ 無形固定資産の取得による支出 △24,366 
 ３ 敷金・保証金の差入による支出 △9,082 
 ４ 敷金・保証金の払戻による収入 29,786 
 ５ その他 △19,021 
 投資活動によるキャッシュ・フロー △948,853 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  
 １ 長期借入金の返済による支出 △754,829 
 ２ 配当金の支払額 △ 125,339 
 ３ 自己株式の取得による支出 △ 167 
 財務活動によるキャッシュ・フロー △880,337 
Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △1,068,497 
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 2,790,002 
Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  四半期末(期末)残高 1,721,504 
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セグメント情報 

 
【事業の種類別セグメント情報】 

 前第３四半期連結会計期間(自 平成 19 年 4 月 1 日 至 平成 19 年 12 月 31 日) 
 

 動力事業 
    (千円)

整備事業 
    (千円)

付帯事業 
    (千円) 計(千円) 消去又は 

全社(千円) 連結(千円)

売上高  

(1) 外部顧客に 

対する売上高 
4,229,015 3,567,941 710,581 8,507,538          ― 8,507,538

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― 11,342 11,342 (11,342) ―

計 4,229,015 3,567,941 721,923 8,518,881 (11,342) 8,507,538

営業費用 3,558,646 3,139,418 688,585 7,386,650 526,054 7,912,705

営業利益 670,369 428,523 33,337 1,132,230 (537,397) 594,833

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品・サービス 

(1) 動力事業……航空機への電力・冷暖房気・圧搾空気等の供給 
(2) 整備事業……特殊設備の整備および保守管理業務ならびに建物・諸設備の整備および保守管理業務他 
(3) 付帯事業……フードカートおよび航空機関連諸設備等の製作・販売他 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(537,397 千円)の主なものは提出会社

本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。   
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